
総合型地域スポーツクラブ

登録・認証制度スタート！！

公益財団法人日本スポーツ協会総合型地域スポーツクラブ全国協議会（SC全国ネットワーク）

総合型地域スポーツクラブ全国協議会が定める登録基準を具備していると認められ
る総合型クラブを、登録クラブとして認定することです。

都道府県総合型クラブ連絡協議会
独自基準、独自運用ルール

（都道府県総合型クラブ連絡協議会が任意で設定）

総合型地域スポーツクラブ全国協議会
基本基準、運用ルール（全国統一のルール）

（例）
介護予防

タイプ 認証

（例）
子育て支援
タイプ 認証

○○タイプ
認証

△△タイプ
認証

登録クラブ
に対する

認 証

登 録

登録とは？

総合型地域スポーツクラブ全国協議会が定めるタイプ別の認証基準を具備している
と認められる登録クラブを認証することです（例：「介護予防」、「子育て支援」等）。登
録クラブが自らの希望により申請するもので、1クラブが複数タイプの認証を受けるこ
ともできます。
※認証に関する制度は、現時点では未整備

認証とは？

　総合型地域スポーツクラブ全国協議会登録基準は下表のとおりです。都道府県総合型クラブ連絡協議会が
独自基準や独自運用ルールを設定している場合もあります。

登録するための基準は？

登録・認証制度ってなに？

「登録」と「認証」ってなに？

　総合型クラブが、より公益性の高い「社会的な仕組み」として、永続的に充実した活動を行えるよう、第2期スポー
ツ基本計画（平成29年3月24日文部科学大臣策定）に基づき、日本スポーツ協会と都道府県体育・スポーツ協会
が関係団体と連携し、整備しました。
　この制度は、総合型クラブが地方自治体等とパートナーシップを構築し、公益的な事業体としての役割を果たして
いくために、活動実態や運営実態、ガバナンス等についての要件を基準としています。（裏面参照）

※1：定期的とは、年間で12回以上実施することを示す。
※2：会員とは、年会費等、年間で会費を支払っている会員を示す（月会費や教室・イベントごとの参加費等は含まない）。ただし、この基準

を満たす総合型クラブは限られてしまう可能性もあることから、移行措置として当面の間は申請した総合型クラブが会員として扱って
いる者を会員としてみなす。

※3：当面の間は移行措置として、本基準が満たされないことを理由として、登録を不可とすることはしない。
※4：不測の事態に備え、予め、医療機関をはじめとした各種機関・団体等や総合型クラブ内関係者の緊急時に関する連絡体制を整えて

いることを指す。
※5：規約・会則・定款等を指す。
※6：特別区は市町村に準ずる。
※7：営利法人である「株式会社」「合同会社」「合資会社」「合名会社」等は対象外。

（公財）日本スポーツ協会総合型クラブ育成事業については、当協会ホームページにてご覧いただけます

JSPO
URL：https://www.japan-sports.or.jp/

▼総合型地域スポーツクラブ全国協議会登録基準
基本基準

必ず満たすべき運用ルール
分類

（１）
活動実態に
関する基準

（２）
運営形態に
関する基準

（３）
ガバナンスに
関する基準

個別基準
①多種目（複数種目）の

スポーツ活動を実施し
ている。

②多世代（複数世代）を
対象としている。

③適切なスポーツ指導者
を配置している。

④安全管理体制を整備
している。

⑤地域住民が主体的に
運営している。

⑥規約等が意思決定機
関の議決により整備さ
れ、当該規約等に基づ
いて運営している。

⑦事業計画・予算、事業
報告・決算が、意思決
定機関で議決されて
いる。

•定期的※1なスポーツ活動を2種目以上実施している。

•次の世代区分のうちいずれか2区分以上の会員※2がいる。
（世代区分） Ａ）未就学児、Ｂ）小学生、Ｃ）中学生、Ｄ）高校生（～18歳）、

 Ｅ）～29歳、Ｆ）～39歳、Ｇ）～49歳、Ｈ）～59歳、Ｉ）～69歳、Ｊ）70歳～

•クラブマネジャー又は事務局員の少なくとも1名は、日本スポーツ協会公認
クラブマネジャー又はアシスタントマネジャー資格を有している。※3

•定期的なスポーツ活動において、日本スポーツ協会が公認スポーツ指導者
（以下「公認スポーツ指導者という。）を養成している競技・種目については、
当該競技の公認スポーツ指導者資格を有するスポーツ指導者が少なくとも
1名は配置されている。※3

•緊急連絡体制を整備している。※4

•規約等※５・事業計画・予算、事業報告・決算を議決する意思決定機関の議
決権を有する者の過半数が総合型地域スポーツクラブ（以下「総合型クラ
ブ」という。）の所在する市町村※６の住民である（又は当該市町村の住民と
当該市町村に隣接する市町村の住民を合算すると過半数である）。

•非営利組織である。※７

•規約等※５の改廃に必要な議決について当該規約等に定めている。

•事業計画・予算、事業報告・決算を議決した意思決定機関の議事録（出席
者が明記されているもの）が提出されている。
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どんな効果があるの？
　都道府県総合型地域スポーツクラブ連絡協議会、都道府県体育・スポーツ協会、都道府県行政の３者が登録・
認証制度という一つの共通理解を基に役割分担をしていきます。

登録制度はどのように運用されるの？

　当協会では、平成21年2月に総合型地域スポーツクラブ
全国協議会（通称：SC全国ネットワーク）を設立し、「スポーツ
を核とした豊かな地域コミュニティの創造」という基本理念の
下、全国で活動する総合型地域スポーツクラブの定着・発展
を促進するため、その円滑な運営に資する各種取組を行って
います。

総合型地域スポーツクラブ全国協議会ってなに？

　登録手続きは、下図①～⑫の順番で行われます。
　登録を希望するクラブは、下図の「　　　　　　　」と、
「　　　　　　　」が必要です。

登録手続きはどうやってするの？
※日本スポーツ協会にて想定している効果のイメージ図です。

行政から総合型クラブへの継続的な理解と支援

登録・認証制度

ガバナンス・組織体制の確立
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各都道府県から委員を選出
（代議員制）

各市区町村から委員を選出
（代議員制）

クラブから委員を選出
（代議員制）

地域住民・国民における総合型クラブに対する
行政支援への理解・要望民 間

行 政

登
録
メ
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ッ
ト
の
創
出

各クラブによる公益的な取組

総合型クラブの全国的なブランド化
（総合型クラブに対する
信頼性の一層の向上）

国
（スポーツ庁）

都道府県

市区町村

総合型クラブの
・地域住民・国民への認知度向上
・社会的な仕組みとしての確立
・上記による企業等とのより一層の連携

都道府県体育・スポーツ協会
都道府県総合型クラブ連絡協議会

市区町村体育・スポーツ協会
市区町村総合型クラブ連絡協議会

日本スポーツ協会
総合型地域スポーツクラブ

全国協議会
（SC全国ネットワーク）
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登録・認証制度がもたらす効果（好循環イメージ図）

都道府県 市区町村
都道府県体育・スポーツ協会

※関係する諸規程を基に図式化
※認証に関する制度の運用体制は関係規程の整備状況を踏まえて今後検討
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都道府県総合型クラブ
連絡協議会

総合型地域スポーツクラブ
全国協議会

日本スポーツ協会

総会

常任幹事会

専門部会 専門部会

各種取組

総合型地域スポーツクラブ登録審査委員会
（事務局：都道府県体育・スポーツ協会）

•都道府県体育・スポーツ協会役員又は担当者
•都道府県行政担当者
•都道府県総合型クラブ連絡協議会役員又は担当者
•学識経験者（大学教員、弁護士、中小企業診断士、スポーツ推進委員など）

・・・

総合型
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支援
支援 支援

支援

・登録有効期間：当該年度の11月1日から1年間
・登録の更新：年度ごと
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※1クラブあたり
　年額5,000円

①申請書類の提出

⑨登録料の請求

⑥登録認定リストを
　提出（９月末まで）

⑧登録完了を通知
　（10月末まで）

⑫登録料の納入
　（12月末まで）

④審査結果を提出
　（8月末まで）

⑦登録管理
　システムに登録

⑤登録認定
　リストを
　作成

③書類審査・
　実地審査を実施

⑪認定証を発行

②申請書類
を提出

⑩登録料の納入

①申請書類の提出
⑩登録料の納入

総合型
クラブ

総合型地域スポーツクラブ
全国協議会

SC全国ネットワーク

総合型地域スポーツクラブ キャッチコピー　　

動かせ心、つなげ人、
地域の輪になるスポーツクラブ

多世代

多種目
多志向

総合型クラブ

SC全国ネットワークの概要は、
リーフレットでご覧になれます。

この総合型地域スポーツクラブ全国協議会を母体として登録・
認証制度を整備します。
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総合型地域スポーツクラブ

登録・認証制度スタート！！

公益財団法人日本スポーツ協会総合型地域スポーツクラブ全国協議会（SC全国ネットワーク）

総合型地域スポーツクラブ全国協議会が定める登録基準を具備していると認められ
る総合型クラブを、登録クラブとして認定することです。
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登録・認証制度ってなに？

「登録」と「認証」ってなに？

　総合型クラブが、より公益性の高い「社会的な仕組み」として、永続的に充実した活動を行えるよう、第2期スポー
ツ基本計画（平成29年3月24日文部科学大臣策定）に基づき、日本スポーツ協会と都道府県体育・スポーツ協会
が関係団体と連携し、整備しました。
　この制度は、総合型クラブが地方自治体等とパートナーシップを構築し、公益的な事業体としての役割を果たして
いくために、活動実態や運営実態、ガバナンス等についての要件を基準としています。（裏面参照）

※1：定期的とは、年間で12回以上実施することを示す。
※2：会員とは、年会費等、年間で会費を支払っている会員を示す（月会費や教室・イベントごとの参加費等は含まない）。ただし、この基準

を満たす総合型クラブは限られてしまう可能性もあることから、移行措置として当面の間は申請した総合型クラブが会員として扱って
いる者を会員としてみなす。

※3：当面の間は移行措置として、本基準が満たされないことを理由として、登録を不可とすることはしない。
※4：不測の事態に備え、予め、医療機関をはじめとした各種機関・団体等や総合型クラブ内関係者の緊急時に関する連絡体制を整えて

いることを指す。
※5：規約・会則・定款等を指す。
※6：特別区は市町村に準ずる。
※7：営利法人である「株式会社」「合同会社」「合資会社」「合名会社」等は対象外。

（公財）日本スポーツ協会総合型クラブ育成事業については、当協会ホームページにてご覧いただけます

JSPO
URL：https://www.japan-sports.or.jp/

▼総合型地域スポーツクラブ全国協議会登録基準
基本基準

必ず満たすべき運用ルール
分類

（１）
活動実態に
関する基準

（２）
運営形態に
関する基準

（３）
ガバナンスに
関する基準

個別基準
①多種目（複数種目）の

スポーツ活動を実施し
ている。

②多世代（複数世代）を
対象としている。

③適切なスポーツ指導者
を配置している。

④安全管理体制を整備
している。

⑤地域住民が主体的に
運営している。

⑥規約等が意思決定機
関の議決により整備さ
れ、当該規約等に基づ
いて運営している。

⑦事業計画・予算、事業
報告・決算が、意思決
定機関で議決されて
いる。

•定期的※1なスポーツ活動を2種目以上実施している。

•次の世代区分のうちいずれか2区分以上の会員※2がいる。
（世代区分） Ａ）未就学児、Ｂ）小学生、Ｃ）中学生、Ｄ）高校生（～18歳）、

 Ｅ）～29歳、Ｆ）～39歳、Ｇ）～49歳、Ｈ）～59歳、Ｉ）～69歳、Ｊ）70歳～

•クラブマネジャー又は事務局員の少なくとも1名は、日本スポーツ協会公認
クラブマネジャー又はアシスタントマネジャー資格を有している。※3

•定期的なスポーツ活動において、日本スポーツ協会が公認スポーツ指導者
（以下「公認スポーツ指導者という。）を養成している競技・種目については、
当該競技の公認スポーツ指導者資格を有するスポーツ指導者が少なくとも
1名は配置されている。※3

•緊急連絡体制を整備している。※4

•規約等※５・事業計画・予算、事業報告・決算を議決する意思決定機関の議
決権を有する者の過半数が総合型地域スポーツクラブ（以下「総合型クラ
ブ」という。）の所在する市町村※６の住民である（又は当該市町村の住民と
当該市町村に隣接する市町村の住民を合算すると過半数である）。

•非営利組織である。※７

•規約等※５の改廃に必要な議決について当該規約等に定めている。

•事業計画・予算、事業報告・決算を議決した意思決定機関の議事録（出席
者が明記されているもの）が提出されている。

令和4年4月1日
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